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団体交渉11
▪団体交渉は、労働者と使用者が対等の立場に立って、労働条件などを取
　り決める場です。
▪団体交渉には常に冷静に臨み、十分に話し合うことが大切です。
▪要求を実現するためには、ギブアンドテイクも必要です。

団体交渉は話し合いと理解の場
　使用者に要求書を提出し団体交渉を申し入れると、いよいよ団体交渉を
行うことになります。団体交渉は、労働者が団結の力を背景に使用者と対
等の立場に立って、労働条件などを交渉し、取り決める場です。労働者個
人と使用者との協議・交渉を保障する法的制度はありませんから、団体交
渉は労働組合の中心的な活動であり重要な権利です。
　団体交渉では要求の根拠となる資料を基に、話し方や態度に注意しなが
ら冷静に話し合いを進めることが大切です。やみくもに集団で社長室に押
しかけ、いきなり交渉を求めたり、交渉相手の立場を無視したり、議題か
らはなれた議論に終始したり、誹謗中傷をしたりすることは厳に慎むべき
です。
　団体交渉の目的は、双方の代表者が労働条件などについて団体的に取り
決めることであり、話し合いと理解が中心であることを念頭において臨み
ましょう。
　通常、団体交渉に際しては、申入れを文書で行い、あらかじめ交渉の日
時、場所、出席者、議題等について取り決めておきます。これらの手続き
は交渉を重ねるうちに徐々に時間をかけてルールをつくり、それを労働協
約で定めるのが望ましいあり方です。ですから、はじめはスムーズに行か
なくても、焦らないことが大切です。

労組法上の三つの権利
　団体交渉に関する法律（労組法）の決まりをおおまかに説明しますと、
労働者は次の３つの権利が保障されています。
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　第一に、「労働組合が行う団体交渉その他の正当な行為については刑法
第35条の適用がある」ことです（労組法第１条第２項）。つまり団体交渉
が正当な行為である限り、罰せられることはありません。
　憲法や労組法は、労働者が要求を実現する手段として団体交渉権を認め、
労組法第７条第１号では、正当な団体交渉を行ったこと（労働者が団体交
渉をしたこと、団体交渉の場で発言したこと等）を理由として「解雇やそ
の他不利益な取扱いをしてはならない」ことを定め、労働者が安心して団
体交渉ができるようにしています。
　第二に、「使用者は、正当な理由がなければ団体交渉を拒否することが
できない」ということです（労組法第７条第２号）。もし使用者が正当な
理由なく団体交渉を拒否すれば不当労働行為（労組法第７条第２号違反）
に該当し法律違反となる可能性があります。
　組合結成当初は、何かと理由をつけて使用者が団体交渉を拒否するケー
スもあります。例えば、
　①　組合員の名簿や規約等を提出してほしい。
　②　組合の要求が過大なので、検討し要求書を出し直してほしい。
　③　忙しくて交渉をしている時間がない。
　④　従業員以外の者（上部団体役員）が交渉に同席するのは困る。
　⑤　組合員や組合役員は従業員に限られる。
　⑥�　要求の中に団体交渉の対象とならない事項（人事権、経営権に関す
ること）がある。

　⑦　出席人数を〇〇人以内にしてほしい。
等が挙げられますが、これらはどれも団体交渉を拒否する正当な理由とは
認められません。それぞれについて詳しくみてみると次のとおりです。
　①は、組合への内部干渉であり、場合によっては不当労働行為（労組法
第７条第３号「支配介入」）になります。使用者は、組合員名簿や組合規
約の提出を団体交渉応諾の条件にすることはできません。
　②の「要求が過大である」との主張は、団体交渉の中で話し合って解決
すべき内容であり、そうした主張や要求書の出し直しを団体交渉応諾の条
件にすることはできません。
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　③のように、単に「忙しい」だけでは団体交渉拒否の正当な理由になり
ません。別の日時を組合に提案するなど、誠意ある対応が必要です。
　④の「団体交渉委員に誰を選ぶか」は、組合自身が決めることであり、
組合員以外の人でも、組合の委任を受ければ団体交渉の権限があります。
さらに上部団体には、固有の団体交渉権があります（労組法第６条）。団
体交渉を拒否する理由になりません。
　⑤の「組合員の範囲をどうするか」は、組合自身が決めることであり、
組合の自主性に関する固有の権利です。団体交渉を拒否する理由になりま
せん。
　⑥のように「人事権」や「経営権」に関することでも、組合員の労働条
件や組合の活動などに影響を与えるものについては、団体交渉の対象とす
ることができます。
　⑦の「人数」については、法律に「〇〇以内」という定めはありません。
しかし、冷静な交渉をするには、当然、望ましい人数があり、それは、団
体交渉を繰り返すうちに自然に決まっていくものです。交渉委員を何人に
するかということは組合自身の問題ですが、団体交渉をスムーズに進める
ためのルールは労使が話し合って決めればよいことです。従って、「出席
人数」を団体交渉応諾の条件にすることはできません。
　第三に、団体交渉の結果、労・使が合意した事項について、労働協約を
締結することが認められています（労組法第14条、「12　労働協約（35ペー
ジ）」参照）。

団体交渉は取引の場
　団体交渉に際し、労使双方に共通して言えることは、団体交渉そのもの
は取引の場ですから、主張すべきことは主張することが必要です。しかし、
相手の言い分も十分に聞き、合意点を見つけるように努力することも忘れ
てはいけません。

交渉委員の役割
　団体交渉は、組合員の団結を背景にして進められます。ですから、交渉
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委員は単に使用者と交渉するだけでなく、団体交渉を行った後に組合員の
意見をまとめることも大切な任務となります。交渉がいつ、どこで、誰と、
何を、どのように行ったという事実の経過と結果を速やかに組合員に報告
し、組合及び組合員がどのような状況にあるかということを知らせるとと
もに、今後の見通しと取り組みの方向を明らかにする任務が残っていま
す。
　次ページに「団体交渉申入書」「要求書」の例をあげておきます。

〔組合結成後の組合活動等についての注意！〕
　組合結成後の組合活動等（「執行委員会・機関会議」「組合内連絡・
調整」「意見集約」「情報・宣伝活動」「使用者とのやり取り」）では以
下の点に十分に注意して進めてください。
①�　「日常の組合活動」では、電話、紙文書、メール、ＳＮＳ等でや
り取りをすることが想定されますが、個人情報や外部に知られたく
ない情報が漏洩してしまうことがあります。
②�　会社の施設・設備・機器（会議室、食堂、コピー機、ファクシミリ、
電話、パソコン・携帯等ネットワーク機器）は、正式に労働組合を
結成すれば自由に使える訳ではありません。無断使用（勤務時間内
での活動であれば職務専念義務違反）として処分対象になることが
あります。労・使でよく協議し合意してから使用しましょう。
③�　なお、使用者が、社内の他の活動（サークル、親睦会、文化・スポー
ツクラブ等）と比して組合活動に対してだけ不利益な取扱いや差別
的取扱いをした場合には、労働委員会に不当労働行為の救済申立て
をすることができます。
　　十分に注意して活動してください。
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　これらは独立した形のものを掲載しましたが、「団体交渉申入書」と「要
求書」を一通にする方法もあります。結成当初は「結成通知書」と「要求
書」を一通にし、要求への回答指定日を入れず、「結成通知書・要求書」提
出と同時に団体交渉を申し入れることもあります。形にとらわれず、ケー
スバイケースで処理してください。
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貸与・設置、電話・FAX・パソコン・IT ネット

⑷　組合宛ての郵便物・配達物、電話・FAX、メール、来訪者を取
　り次ぐこと
⑸

ワーク端末・印刷コピー機などの事務機器の使用、机・ロッカ
ーの貸与など
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◯◯◯◯◯円

契約社員・

有給休暇の取得を促進すること。また、
ずに




